


滋賀県の北東
部に位置し、北
は福井県、東は
岐阜県に隣接し、
西は高島市、南
は米原市に隣接
している。

市の面積は県
内で最大の
539.48㎢。



人口 122,044人
世帯 44,501世帯

(平成26年8月1日時点)

H18. 2.13長浜市、浅井町、びわ町の
１市２町が合併

H22. 1. 1長浜市と虎姫町、湖北町、
高月町、木之本町、余呉町、
西浅井町の１市６町が合併



住基ネット２次施行
住基カード交付開始

証明書自動交付機の運用開始

商店街ポイントサービス開始

市役所玄関
ホールに
１台設置 ※住民票の写し、住民票記載事項

証明書、印鑑証明書の３種類

※住基カード専用
（ＩＣカード標準システム）



１市２町 １次合併

自交機の５年リース終了
以降、１年ごとの再リース

１市６町 ２次合併

ベンダー保守の終了

※自交機の増設はせず

自交機の更新を検討

⇒ 市域拡大



渋谷区・三鷹市・市川市で
コンビニ交付開始

コンビニ交付の方が有
益と判断。自交機を廃
止し、コンビニ交付
サービスの開始を決定



既存の住民記録システムの再構築業務に
コンビニ交付サービスのシステム構築・
運用を含め、ベンダーをプロポーザル方
式で選定

LASDECの「コンビニ交付モデ
ル団体支援事業」に採用

コンビニ交付 システム構築
完了





→窓口とコンビニの手数料差別化にあたっては
財政担当と協議

→オンライン結合の制限の例外に該当との答申



→１通当たり123円の委託手数料、運営負担金
（長浜市は300万円）の予算取り

（地方自治法施行令第158条第1項）

（地方自治法施行令第164条第4号）



Ｈ23.10 サーバ・開発機器設置、セルフASP申込

Ｈ23.11 システム機能説明

Ｈ23.12 自交機からのデータ移行、パラメータ等

の協議、テスト環境構築、ASP開通準備
Ｈ24. 1 ASP開通、システム庁内試験（工程１）

の実施

Ｈ24.2 LASDEC環境試験（工程２）、仮店舗試験

（工程３）、業務運用試験の実施

Ｈ24. 6 実店舗試験（工程４）の実施



項目 金額（円）

導入経費 ＩＣカード標準システムの新規構築 －（構築済）

既存住基システムの改修 1,050,000

証明発行サーバの構築 15,750,000

証明書交付センターへの接続 525,000

広報費（リーフレット、のぼり等） 93,870

計 17,418,870

※平成23年度コンビニ交付モデル団体支援事業 8,000,000円助成

項目 金額（円）

経常経費 コンビニ交付サービスに関する経費 3,895,500

ＩＣカード標準システム保守料 1,050,000

計 4,845,500

※発行手数料1件につき120円（平成26年度から123円）





・既存自交機利用者へのＤＭ発送

・市長によるデモンストレーション

・ＰＲチラシの作成・配布（市窓口、公民館、市内

コンビニ、金融機関等）

・のぼりの作成・掲示（市庁舎、市内コンビニ）

・市ホームページ ・市広報（年3回以上）

・市民課ロビーでのＰＲスライド上映

・運転免許証自主返納者の住基カード交付手数料無料

・成人式でのＰＲ

（新成人は住基カード交付手数料無料）
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 コンビニ交付対象証明書の追加検討（所得証明等）

 住基カードから個人番号カードとなることによるコ
ンビニ交付認証方法の変更

（住基カード）証明書等自動交付ＡＰによる認証

（カードＡＰ認証方式）

（個人番号カード）利用者証明用電子証明書による

認証（ＪＰＫＩ認証方式）

 商店街ポイントサービスの個人番号カード対応

 個人番号カードの普及促進策

⇒どこまで普及するか？




